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資料‐１
総合戦略策定にあたっての
基本的な事項について

令和5年度第1回 東大阪市総合戦略審議会



地方創生交付金 H28 H29 H30 R1 R2

（推進）東大阪市新たな観光まちづくりの推進事業

（推進）中小企業集積地の魅力を活かしたブランド力・販路開拓力向
上と雇用促進に向けた取組み（高付加価値）

（推進）新たなビジネスモデル創出事業

（拠点）東大阪市ウィルチェアースポーツコート整備計画

東大阪市総合戦略（これまでの取組み）

東大阪市人口ビジョン
平成２2年（2010年）国勢調査をベースに2010年～2060
年の人口ビジョンを策定

H27年～R2年
東大阪市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標
1.産業振興により雇用を提供する
2.人を呼び込む流れをつくる
3.若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
4.時代に合った地域をつくる
→国の基本目標と一致

東大阪市第3次総合計画の人口目標
平成27年（2015年）国勢調査をベースに総合計画の目標
年度である2030年までの人口目標を策定

R3年～R7年
第2期東大阪市まち・ひと・しごと創生総合戦略
基本目標
1.若者・子育て世代に選ばれるまちづくり
2.高齢者が活躍するまちづくり
3.人が集まり、活気あふれるまちづくり
「東大阪市第3次総合計画重点目標

＝総合戦略の基本目標」

①テレワークの普及や地方移住への関心の高まりなど、社
会情勢がこれまでとは大きく変化している中、今こそデジ
タルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、「全国ど
こでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」をめざす。
②東京圏への過度な一極集中の是正や多極化を図り、地
方に住み働きながら、都会に匹敵する情報やサービスを利
用できるようにすることで、地方の社会課題を成長の原動
力とし、地方から全国へとボトムアップの成長につなげて
いく。
③デジタル技術の活用は、実証の段階から実装の段階に
着実に移行しつつあり、デジタル実装に向けた各府省庁の
施策の推進に加え、デジタル田園都市国家構想交付金の活
用等により、各地域の優良事例の横展開を加速化。
④これまでの地方創生の取組も、全国で取り組まれてきた
中で蓄積された成果や知見に基づき、改善を加えながら推
進していくことが重要。
⑤誰一人取り残されないよう、高齢者等を対象としたデジ
タルデバイド対策を進める。

※東大阪市では、東大阪市デジタル・トランスフォーメー
ション（DX)推進方針に基づき、積極的なデジタル化を推
進。コロナ禍において、オンライン対応手続きの拡充、
キャッシュレス決済の推進やGIGAスクール構想による児
童・生徒へのタブレット端末の配布などに取り組んでおり、
総合戦略と併せ更なるデジタル化を進めていく。

・デジタル基盤の整備

・デジタル人材の育成・確保

・誰一人取り残されないための取組

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

人口ビジョン 509,534 498,664 486,392 471,440 454,794 437,641 421,304 404,962 388,396 370,704 352,643

社人研推計準拠 509,534 498,664 483,312 462,968 439,493 414,491 389,029 363,666 338,196 311,475 284,022
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施策効果

H26年まち・ひと・しごと創生法成立 人口減少に歯止めをかけるとともに東京一極集中を是正。

502,784

493,435 492,027

481,914
490,858

473,510

453,193

430,000

440,000

450,000

460,000

470,000

480,000

490,000

500,000

510,000

H27
(2015)

R2
(2020)

R7
(2025)

R12
(2030)

（人）

年

第3次総合計画における目標人口

国立社会保障・人口問題研究所推計

地方創生交付金 R3 R4 R5 R6 R7
（推進）東大阪市における多文化共生社会の実現と外国人材の受け入
れ推進事業
（推進）２０２５大阪・関西万博出展を通じた東大阪市内製造業の自
立化及び販路開拓支援事業

（デジ田）異動受付支援システム事業

（デジ田）東大阪市立小中学校統合型校務支援システム

こ
れ
ま
で
の
地
方
創
生
の
取
組

地
方
の
デ
ジ
タ
ル
実
装
を
下
支
え

「デジタル田園都市国家構想総合戦略」デジタルの力を活
用し地方の社会課題解決や魅力向上の取組の加速化・深化
を図る
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東大阪市総合戦略（国のデジタル田園都市国家構想総合戦略との関係）
策定の趣旨

東大阪市では人口減少・少子高齢化に伴い、生産年齢人口が、減少する一方で外
国からの人材の流入が増加している。

新型コロナウイルス感染症が拡大したことに伴い、市の経済活動への大きな打撃
があった一方で、NHKの連続ドラマ小説「舞いあがれ！」が東大阪市を舞台とし
て盛り上がったことや地元プロスポーツチームの活躍、HANAZONO EXPOの開
催などにより東大阪市のブランド価値は向上しつつある。

新型コロナウイルス感染症対策のための臨時交付金の活用により、感染症対策だ
けではなく、デジタル技術の活用が多方面で進んだ。社会情勢がこれまでとは大
きく変化している中、地域の個性を生かしながらデジタルの力によって地方創生
の取組を加速化・深化させていく必要がある。その際には、地域のステークホル
ダーを巻き込みながら戦略的に取り組んでいくことが不可欠である。

また、地方創生やデジタル田園都市国家構想の実現にあたっては、これまでの各
種の取組についても、デジタル活用に限定することなく、蓄積された成果や知見
に基づき、改善を加えながら推進していくことが重要である。

策定体制

①庁内体制
地方創生担当部局（企画課）とデジタル担当部局（情報政策課）が中心と
なって関係部局と連携し、総合戦略を改訂。

②「東大阪市総合戦略審議会」の開催
総合戦略を策定、推進するに当たり、関係分野の有識者から広く意見を聴く
ことを目的に、産業界・関係行政機関・教育機関・金融機関・労働団体・メ
ディア・士業・デジタル分野に精通する団体・有識者から構成される審議会
を開催。

③「ひがしおおさか地方創生ラウンドテーブル」を実施。
市民参画により、総合戦略の改訂を進めるにあたり、地域の将来を支える若
者をはじめとした不特定多数の地域住民の生の声を聞くための会議を開催。
素案段階でのパブリックコメントを実施。

＜戦略の期間＞
令和6年から令和９年までの4か年とする

R５年
2023年

R6年
2024年

R7年
2025年

R8年
2026年

R9年
2027年

国

東大阪市

令和5年（2023年）～令和9年（2027年）

令和6年（2024年）～令和9年（2027年）

東大阪市におけるまちづくりの方向性

・第2期総合戦略に引き続き、国の戦略に掲げられた基本目標を踏まえながら、東
大阪市第3次総合計画の重点施策が国の基本目標に即した目標であると考える。

・子どもファースト、多様な人材の活躍、SDGs
・誰一人取り残されない「優しいデジタル社会」の実現
・デジタルの力を活用し、重点施策の実現、社会課題解決、魅力向上を図る。

若者・子育て世代に選ばれるまちづくり

高齢者が活躍するまちづくり

人が集まり、活気あふれるまちづくり

SDGs

の
取
組
み

多
様
な
人
材
の
活
用

デ
ジ
タ
ル
の
力
の
活
用

デ
ジ
タ
ル
の
実
装
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東大阪市総合戦略（デジタル田園都市国家構想交付金・企業版ふるさと納税）

【地方創生推進タイプ】
「地方版総合戦略」に基づく、地方公共団体の自主的・主体的で先導的な取組を複数年
度にわたり安定的・継続的に支援することにより、地方創生の深化・高度化を促進。
・自立性、官民協働、地域間連携、政策間連携、デジタル社会の形成への寄与等の要素を
有する取組等（先駆型・Society5.0型：最長５年間、横展開型：最長３年間）

【デジタル実装タイプ】（TYPE1・2・3、地方創生テレワーク型）

・デジタルを活用した地域の課題解決や魅力向上の実現に向けて、以下の取組を行う地
方公共団体に対し、その事業の立ち上げに必要なハード／ソフト経費を支援（単年度）

（TYPE3）新規性の高いマイナンバーカードの用途開拓に資する取
組（マイナンバーカード高度利用型）

（TYPE2）デジタル原則とアーキテクチャを遵守し、オープンな
データ連携基盤を活用する、モデルケースとなり得る取組（データ
連携基盤活用型）

（TYPE1）他の地域ですでに確立されている優良モデルを活用した
実装の取組み（優良モデル導入支援型）

（マイナンバーカード利用横展開事例創出型）マイナンバーカード交付率が高い団体に
おける全国への横展開モデルとなる先行事例構築に寄与する取組

（地方創生テレワーク型）「転職なき移住」を実現するとともに、地方への新たなひと
の流れを創出する取組

TYPE3

TYPE2

TYPE1

【企業版ふるさと納税】（まち・ひと・しごと創生寄附活用事業）

・国が認定した地方公共団体の地方創生プロジェクトに対して企業が寄附を行った場合
に、法人関係税から税額控除する仕組み。最大で寄附額の約９割が軽減される（実質的
な企業の負担が約１割）
・寄附額の下限は10万円
・寄附企業への経済的な見返りは禁止
・本社が所在する地方公共団体への寄附は対象外。

【企業版ふるさと納税（人材派遣型）】
企業から企業版ふるさと納税に係る寄附があった年度に、当該企業の人材が、寄附活用
事業に従事する地方公共団体の職員として任用される場合のほか、地域活性化事業を行
う団体等であって、寄附活用事業に関与するものにおいて採用される

【地方拠点整備タイプ】
・地方の社会課題解決や魅力向上の取組の加速化・深化を図ることを目的に観光や農林水
産業の振興等の地方創生に資する拠点施設の整備などを支援（原則として３年間（最長５
年間））

【デジタル田園都市国家構想交付金】
デジタル田園都市国家構想の実現による地方の社会課題解決や魅力向上
の取組の加速化・深化を図ることを目的に国から地方公共団体に交付

【企業版ふるさと納税】
地方公共団体が行う地方創生の取組に対する企業の寄附について法人関
係税を税額控除

交付金や企業版ふるさと納税などの様々な財源を活用し、東大阪市の地
方創生を推進。また市を取り巻くあらゆるステークホルダーと連携する
ことにより、市民だけでなく、東大阪市に関心をもつ「関係人口」など
多様な人材が活躍するまちをめざすものとする。
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東大阪市の人口増減の状況（国勢調査）

・令和2年（2020年）国勢調査では東大阪市の人口は493,940人である。
・令和4年10月時点の推計人口は487,999人で人口減少が進んでいる
・昼夜間人口比率は103.7（H27：103.8）であり、多くの事業所や学校が立地している昼間人口が多いまちであ
る。
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H27（2015） R2（2020） R7（2025） R12（2030）

国勢調査（総人口） 第3次総合計画における目標人口 国立社会保障・人口問題研究所推計
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資料：東大阪市第3次総合計画
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死亡数 出生数 自然増減

自然増減（令和4年 2022年）

・令和4年（2022年）1月～12月の東大阪市の自然増減は、出生数2,986人、死亡数6,431人で3,445人の自然減。
・届出ベースでは令和3年度より死亡数が6,000人を超え、令和4年度より出生数が3.000人を下回る。
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社会増減：住民基本台帳人口移動報告結果（令和4年 2022年）

・令和4年（2022年）1月～12月の東大阪市の人口移動は転入者16,588人、転出者16,049人で539人の転入超過。
・日本人の転入超過は294人、外国人の転入超過は245人。日本人外国人ともに転入超過。

▲ 14,915 ▲ 14,423 ▲ 14,242
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13,729
12,916 13,397

15,308 15,955 15,766 16,065
16,588

▲ 1,186 ▲ 1,507 ▲ 845 ▲ 233 ▲ 229 ▲ 502 ▲ 191
539

▲ 20,000

▲ 15,000

▲ 10,000

▲ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

Ｈ２７年 Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年 Ｒ１年 Ｒ２年 Ｒ３年 Ｒ４年

転出数 転入数 社会増減

H27年～R4年の転入・転出者の状況

R2年 R3年 R4年
日本人+外国人 ▲502 ▲191 539
日本人 ▲586 ▲639 294
外国人 84 448 245

転入超過数の内訳

R2・R3は日本人が転出超過、外国人が転
入超過であったが、R4は日本人外国人と
もに転入超過。
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資料：総務省統計局 住民基本台帳人口移動報告



住民基本台帳人口移動報告結果（令和4年 2022年）

・25歳～29歳、30歳～34歳、35歳～39歳の区分が転入超過に転じる。
・0歳～4歳、5歳～9歳が転出超過ではあるものの数値は改善している。
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資料：総務省統計局 住民基本台帳人口移動報告



住民基本台帳人口移動報告・住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 比較

・住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（住民基本台帳の国内での移動＋国際的な人口移動）
では平成30年、令和元年、令和4年が社会増（外国からの東大阪市への直接転入の増加）
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東大阪市（社会増減）

住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（海外から直あり） 住民基本台帳人口移動報告
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資料：総務省統計局 住民基本台帳人口移動報告・住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査



地方創生推進交付金【実績】

外国人材の雇用や留学生の増加により、今後もますます外国人が増加する中で、相互の違いを認め合い、お互いの文化を理解することで外国人を含む誰もが暮らしやす
い東大阪市を実現することが必要。教育の場で子どもたちがゲストティーチャーとの交流を通して、多文化の理解を進め、子どもたちに未来の本市のまちづくりを担う
力を育み、多文化共生のまちづくりの参画者を育成。また、学びを基にした交流の機会として、東大阪市カラフルコミュニケーションパークを開催。

項 目 R3 R4 R5

布施ハローワーク管内の外国人労働者
の届出の増加数(人)

目標値 100 300 500

実績値 652 909

自他の違いを大切にすることができる子
どもの割合（51.0％から増加）

目標値 4.0 5.0 5.0

実績値 11.0 9.0 -

国外からの転入超過数（人） 目標値 200 500 900

実績値 ▲66 - -

カラフルコミュニケーションパークの様子
（R５年2月28日＠文化創造館）

カラフルコミュニケーションパークの様子
（R4年11月29日＠近畿大学）

【地方創生推進交付金事業】（R3～R5事業）
東大阪市における多文化共生社会の実現と外国人材の受け入れ推進事業

交付金における重要業績評価指標（ＫＰＩ）
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デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進枠）【新規】
【デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進枠）】（R5～R7事業）
２０２５大阪・関西万博出展を通じた東大阪市内製造業の自立化及び販路開拓支援事業

項 目 R5 R6 R7

本市の支援を受けた企業の売上
高の増加率

目標値 0 0 15

本市の支援を通じて新たな販路
開拓をするために新製品開発を
実施した企業数

目標値 0 9 1

本市の支援を受けた企業で、業
績が向上した企業数

目標値 3 5 10

・市内企業の販路開拓及び都市ブランディングの向上につなげるべく２０２５年大阪・関西万博へ市内企業の参画を促し、市内企業のプロ
モーションを行う。

・情報発信媒体の制作業務とプロモーション委託
・展示出展負担金補助
・展示品等開発補助

交付金における重要業績評価指標（ＫＰＩ）
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デジタル田園都市国家構想推進交付金【実績】・デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）【新規】
【デジタル実装タイプ TYPE1】（R5事業）
東大阪市立小中学校統合型校務支援システム

項 目 R5 R6 R7

授業時間外に児童生徒に面談や声
かけする時間が増加した教職員の
割合

目標値 60 70 80

教職員が資質向上のため研修に参
加した回数

目標値 5 8 10

保護者の連絡システム登録率 目標値 90 95 100

・教職員の出退勤管理システム及び学校と保護者間の連絡システム
を統合型校務支援システムと連携して管理
・児童生徒用AIドリルの学習系データを校務系データとも連携
・学校に携わる人々の負担軽減によって児童生徒と向き合う時間を
更に創出することで、「児童生徒１人１人が成長を実感し、安心し
て学べる学校」を実現

アウトプット指標（活動指標）

アウトカム指標（成果指標）

項 目 R5 R6 R7

児童生徒が学校生活で教職員と良
好な関係を築いている割合

目標値 46 55 65

児童生徒が学校生活で自己肯定感
を向上した割合

目標値 40 50 60

学校と保護者間連絡システムが便
利と回答する保護者の割合

目標値 70 80 90

【デジタル実装タイプ TYPE1】（R4事業：実績）
異動受付支援システム事業

項 目 R4 R５ R６

対応する申請書の拡充数 目標値 20 25 30
実績値 20 - -

待ち時間が軽減される市民の数（1
日当たり）

目標値 150 200 250
実績値 60 - -

交付金における重要業績評価指標（ＫＰＩ）

・申請書のワンライティング化を達成するために、住民異動受付支援シス
テムを構築することで、窓口における必要書類のスキャニングによるデー
タ化及び既に本市で管理しているデータが活用可能となる。
・申請者は画面上で内容確認及び署名を行うことで、異動届及びその他申
請書を当該システム上で発行される事により、住所・氏名等の記載が不必
要となることから、市民サービスの向上及び職員の事務効率化を図る。
今後、当該事業を拡充するにあたり、異動に関連することが多い手続き

や、申請件数の多い手続きを優先的に実装することで、効率的な拡充を進
める。
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新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
＜令和２年度＞

＜令和３年度＞

＜令和４年度＞

支援枠 交付金額

通常分 5,672,692,000円

総計 5,672,692,000円

感染症拡大の防止、地域経済・住民生活
の支援に加えて、感染症の拡大収束後に
おいても、地方公共団体が地域の実情に
応じてきめ細やかに必要な事業を実施す
るため創設

コロナ禍の長期化を受けて引き続き措置。
緊急事態宣言の発出により、人流が減少
し、経済活動への影響が全国的に生じる
ことを踏まえ、その影響を受ける事業者
に対し、都道府県が地域の実情に応じた
支援の取組を着実に実施できるよう事業
者支援枠が創設。

支援枠 交付金額

通常分 2,309,491,000円

事業者支援交付
金分 543,789,000円

総計 2,853,280,000円

支援枠 交付金額
通常分 4,603,308,000円

コロナ禍におけ
る原油価格・物
価高騰対応分

1,149,515,000円

電力・ガス・食
料品等価格高騰
重点支援地方交

付金分
460,574,000円

総計 6,213,397,000円

コロナ禍の長期化を受けて引き続き措置。
原油価格・物価高騰の影響を受けた生活者
や事業者の負担の軽減を地域の実情に応じ、
きめ細やかに実施できるよう、「コロナ禍
における原油価格・物価高騰対応分」が創
設。
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けた生活者や事業者に対し、地域の
実情に合わせた必要な支援をより一層強化
するため、「電力・ガス・食料品等価格高
騰重点支援地方交付金」が創設。

〇感染防止対策関連政策
・公共的空間安全・安心確保事業
・GIGAスクール構想推進事業
・電子書籍ライセンス購入事業
・東大阪医療センター運営費負担金

〇生活支援・地域経済の活性化
・休業要請支援金（府・市共同支援金）
・チームひがしおおさか商品券事業
・小学校給食無償化事業
・水道事業会計補助金（業務用等）

〇感染防止対策関連政策
・公共的空間安全・安心確保事業
・窓口再構築支援業務
・キャッシュレスレジ導入事業
・電子図書館サービス事業

〇生活支援・地域経済の活性化
・キャッシュレス決済ポイント還元事業
・子育て世帯への臨時特別給付金事業
・小学校給食費無償化事業
・東大阪市事業継続一時支援金支給事業
・子どもの文化芸術体験確保支援事業

＜主な臨時交付金事業＞
〇生活支援・地域経済の活性化
・キャッシュレス決済ポイント還元事業
・子育て課税世帯物価高騰対策給付金
・市中小企業設備投資支援事業
・地域公共交通サービス維持支援金
・小中学校給食費無償化事業
・HANAZONO EXPO開催経費
・小中学生キャッシュレスチャレンジ事業
・子どもの文化芸術体験確保支援事業

〇感染防止対策関連政策
・公共的空間安全・安心確保事業
・公共施設予約システム構築業務
・電子申請システム利用料
・市立小中学校用AI型教材導入事業
・電子図書館サービス事業

＜主な臨時交付金事業＞

＜主な臨時交付金事業＞
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交付金と市の施策との関係（コロナ臨時交付金・その他交付金）

GIGAスクール構想推進事業
（タブレット端末の配布）
電子書籍ライセンス

購入事業

AI型教材導入事業

電子図書館サービス事業 電子図書館サービス事業

多文化共生教育
（カラフルコミュニケー
ションパークの実施

異動受付支援システム

公共的空間安全・安心確保事
業（感染症対策備品購入）

窓口再構築支援事業

多文化共生教育
（～令和５年度）

統合型校務支援システム

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

地方創生推進交付金（デジタル田園都市国家構想交付金 地方創生推進タイプ）

デジタル田園都市国家構想交付金 デジタル実装タイプ TYPE１

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

＜サービス構築＞

＜地方創生推進事業＞

２０２５大阪・関西万博
出展支援（～令和７年度）
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電子申請システム

施設予約システム

スマートフォン決済対応・
キャッシュレスレジ導入事業

多文化共生教育
（カラフルコミュニケー
ションパークの実施



交付金と市の施策との関係（コロナ臨時交付金）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

＜地域経済の活性化＞

チームひがし
おおさか
商品券事業

キャッシュレス決済
ポイント還元事業

キャッシュレス決済
ポイント還元事業

HANAZONO EXPO
開催経費

子どもの文化芸術体験
確保支援事業

プラネタリウム機器等
更新改修業務
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子どもの文化芸術体験
確保支援事業

キャッシュレス決済
ポイント還元事業



による大阪・関西万博の機運醸成事業資料-２ 東大阪市総合戦略審議会のスケジュール
令和5年度予定

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
審議会 第１回

審議会
・委嘱状交付
・策定について

第2回
審議会
・諮問
・骨子案

第3回
審議会
パブコメ前
案

答申
・
策定市民参画 第１回

7/30
第2回
9/2

第3回
11/18

第4回
12/23

パブリック
コメント

◆第1回
・委嘱状交付
・東大阪市総合戦略策定にあたっての基本的な事項について
◆第2回
・諮問（市長から審議会へ諮問）
・東大阪案（骨子案）
◆第3回
・素案（パブコメ前案）
◆答申（会長から市長へ答申）

ひがしおおさか地方創生ラウンドテーブル


